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【令和 5年 3月更新】 

 
１ 労働契約 

 
※本項では、「短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律」を「パートタイム・有期雇用労働法」と、

「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律」を「労働者派遣法」と表記。 

 

１ 労働契約とは【労働契約法】、【労働基準法第2章】 

労働者が労務を提供する（働く）ことに対し、使用者が賃金を支払うことを約束する法律上の契約行

為。労働者が使用者に対して「労務を提供する（働く）」ことを約束し、使用者がそれに対して「対価（賃

金）」を支払うことを合意することによって効力が生じ、口頭でも成立する【労働契約法第6条、「労働

契約法の施行について」平24.8.10基発0810第2号 最終改正 平30.12.28】。 

この「合意」は、抽象的・包括的な合意でも足り、労働の内容や賃金の額・計算方法等に関する具体

的な内容であることを要しないとされている。ただし、後日、できる限り早期に確定し、労働者に書面

により周知する必要がある。 

労働契約の成立によって、労働者は、労務提供義務（誠実労働義務含む）、秘密保持義務、競業避止義

務、企業の信用・名誉を傷つけないなどの義務を負い、使用者は、賃金支払義務をはじめとし、安全配

慮義務、職場環境保持義務などの義務を負う。 

 

（１）労働契約における労働者とは 

労働契約法第2条は、労働契約の締結当事者としての「労働者」について、「使用者に使用されて労働

し、賃金を支払われる者」と定義している。「労働者」に該当するか否かは、労務提供の形態や報酬の労

務対償性及びこれらに関連する諸要素を勘案して総合的に判断し、使用従属関係が認められるか否かに

よって判断される【「労働契約法の施行について」平24.8.10基発0810第2号 最終改正 平30.12.28】。

これは、「職業の種類を問わず、事業または事務所に使用される者で賃金を支払われる者」と規定する労

働基準法第9条の「労働者」と同様である。 

なお、労働組合法第3条は、「職業の種類を問わず、賃金、給料その他これに準ずる収入によって生活

する者」と規定し、失業者も含まれる場合があるなど、労働契約法、労働基準法の考え方とは異なる。 

 

（２）労働契約における使用者とは 

労働契約法第2条は、「使用者」について、「その使用する労働者に対して賃金を支払う者」と定義し

ている。個人企業の場合はその企業主個人を、会社その他の法人組織の場合はその法人をいい、労働基

準法第10条の「事業主」に相当するものであり、同条の「使用者」より狭い概念であるとされている【「労

働契約法の施行について」平24.8.10基発0810第2号 最終改正 平30.12.28】。 

労働基準法第10条では「使用者」について、「事業主又は事業の経営担当者その他その事業の労働者

に関する事項について、事業主のために行為をするすべての者をいう」と定義され、労働契約の当事者

たる使用者ではなくとも、労働基準法上の使用者として責任を問われうる。 

この点について、「『使用者』とは、本法各条の義務の履行責任者をいい、その認定は部長、課長等の

形式にとらわれることなく、各事業において、本法各条の義務について実質的に一定の権限を与えられ

ているか否かによるが、かかる権限が与えられておらず、単に上司の命令の伝達者に過ぎない者は使用

者ではない」【昭22.9.13 発基17号】とされている。 

なお、労働組合法では、労働契約上の雇用主以外の事業主であっても、その労働者の基本的な労働条

件等について雇用主と部分的とはいえ同視できる程度に現実的かつ具体的に支配、決定することができ

る地位にある場合は、その限りにおいて「使用者」に当たると解されている【朝日放送事件 最三小判 

平7.2.28】。 
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（３）労働契約の原則 

労働契約法第3条には、労働契約の原則が次のように定められている。 

ア 労使対等の原則 

労働契約は、労働者及び使用者が対等の立場における合意に基づいて締結し、又は変更すべきも

のとする（第1項）。 

イ 均衡考慮の原則 

労働契約は、労働者及び使用者が就業の実態に応じて均衡を考慮しつつ締結し、又は変更すべき

ものとする（第2項）。 

ウ 仕事と生活の調和への配慮の原則 

労働契約は、労働者及び使用者が仕事と生活の調和にも配慮しつつ締結し、又は変更すべきもの

とする（第3項）。 

エ 信義誠実の原則 

労働者及び使用者は、労働契約を遵守するとともに、信義に従い誠実に権利を行使し、及び義務

を履行しなければならない（第4項）。 

オ 権利濫用の禁止の原則 

労働者及び使用者は、労働契約に基づく権利の行使に当たっては、それを濫用することがあって

はならない（第5項）。 

 

 

労働契約が締結されている場合、その一方の当事者である労働者には、労働基準法、労働者災害補

償保険法などの労働者保護関係法規が適用されるが、労働契約ではなく請負契約［※1］【民法第 632

条】や委任契約［※2］【民法第 643条・第 656条など】のもとで働く場合は、労働者保護関係法規が

適用される労働者とはならない。 

労働者保護関係法規が適用される労働者に該当するかどうかの判断基準は、相手方の指揮監督に従

って労務を提供しているかどうか、及び労務の対価としての賃金が支払われているかどうかである。 

裁判例等では、この二つの基準を合わせて「使用従属関係にあること」と表現した上で、労働関係

の様々な要素を総合して判断している。具体的な判断については、厚生労働省の研究会が判断基準（①

仕事の依頼・業務従事の指示への諾否の自由の有無、②業務遂行上の指揮監督の有無、③拘束性の有

無、④代替性の有無（本人に代わって補助者や他の者が労務を提供することが認められている場合、

指揮監督関係を否定する要素となり得る）を整理している【昭60.12.19 労働基準法研究会報告】。   

また、運送請負契約のもと、契約上は業務請負として配送業務に従事しているいわゆるバイシクル

メッセンジャーとバイクライダーについて、業務遂行上の指揮監督が行われており、時間的・場所的

な拘束性があり、総合的に使用従属関係が認められるとして、労働基準法上の労働者に当たるとする

行政解釈が発出されている【平19.9.27 基発0927004号】。 

近時の判例では、工場における建材（巾木）の製造過程等において、派遣法第40条の6の「みなし

規定」の要件である偽装請負に該当するか否かの判断に当たり、労務提供を目的とした契約でなく請

負事業者として独立性と専門性を備えているかという点を厳格に判断し、特に厚生労働省による【「労

働者派遣事業と請負により行われる事業との区分に関する基準」（37号告示）】から、形式的契約では

なく過去の経緯や日常的な就労実態を踏まえて判断の上で偽装請負を認定し、さらに「派遣先に派遣

法等の規定の適用を免れる目的があったか否か」の判断に当たっては、就労実態を詳細に認定した上

で、「日常的かつ継続的に偽装請負等の状態を続けていたことが認められる場合には、特段の事情がな

い限り、労働者派遣の役務の提供を受けている法人の代表者または当該労働者派遣の役務に関する契

約の締結権限を有する者は、偽装請負等の状態にあることを認識しながら組織的に偽装請負等の目的

で当該役務の提供を受けていたものと推認する」という基準を示したもの【東リ事件 最三小決（上

告棄却）令4.6.7】がある。 

 

［※1］請負人が仕事を完成することを約し、注文者が仕事の完成に対して報酬を支払う契約。 

［※2］委任者が受任者を信頼し、法律行為などの事務の処理を依頼し、受任者が引き受けることによ

◇ 労働契約と請負契約、委任契約 
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り成立する契約。雇用のように使用者の指揮命令の下に労務を提供するのではなく、受任者は委

託された事務の目的に従いある程度の自由裁量をもって事務を処理することができる。委任は、

当事者間の信頼関係に基づくものであるため、受任者は自ら事務の処理を行う必要があり、請負

人が下請負人を使用できるのとは異なり、第三者に業務処理を代行させることはできない。 

 

☆ 「労働者派遣事業と請負により行われる事業との区分に関する基準」（37 号告示）に関する質疑

応答集（第3集）」（厚生労働省ホームページ） 

https://www.mhlw.go.jp/content/000834503.pdf 

 

 

 

〇 近年、スマホアプリなどを使って飲食店に注文した料理を配達する「宅配代行サービス」が普及

しているが、配達員に注文を伝達する会社が配達員を雇用関係のない「個人事業主」であるとして

いる場合において、配達中に交通事故を起こしたりトラブルが生じた際に、配達員に注文を伝達し

た会社と配達員との間に雇用関係があるのか否か、使用者責任（民法第 715条）があるのか否かが

問題となるケースが多く、厚生労働省は、フードデリバリー等を行う「自転車配達人」について令

和3年9月1日から労災保険の特別加入の対象に追加した。 

 

〇 社会経済の迅速なデジタル化が求められる中で、必要となるソフトウェアやシステムの開発に当

たり、従来のように詳細な設計やテストを含めてパッケージで開発する「ウォーターフォール型開

発」ではなく、当初は開発要件の全体を固めることなく開発に着手し、市場の評価や環境変化を反

映して開発途中でも要件の追加や変更を可能とし、短期間で開発とリリースを繰り返しながら機能

を追加してシステムを作り上げていく「アジャイル型開発」の方が開発期間が短く、柔軟に対応で

きるという点で主流になりつつある。 

しかし、「アジャイル型開発」では発注者側と開発担当者が対等な関係の下でそれぞれの役割・専

門性に基づき協働し、情報の共有や助言・提案等を行いながら個々の開発担当者が開発手法や一定

の期間内における開発の順序等について自律的に判断し、開発業務を進めることとなるため、「偽装

請負」とされるのではという懸念が生じた。このため、厚生労働省は、【「労働者派遣事業と請負に

より行われる事業との区分に関する基準」（37号告示）に関する質疑応答集（第 3集）】において、

業務方法や労働時間に関する指示を行うなどの指揮命令関係にあると認められる実態がある場合は

別段、「発注者側と受注者側の開発担当者が相互に密に連携し、随時、情報の共有や、システム開発

に関する技術的な助言・提案等を行っていたとしても、実態として、発注者と受注者の関係者が対

等な関係の下で協働し、受注者側の開発担当者が自律的に判断して開発業務を行っていると認めら

れる場合であれば、適正な請負等であり、偽装請負とは判断されない」と示すとともに、対策とし

て、例えば、発注者側と受注者側の開発担当者のそれぞれの役割や権限、開発チーム内における業

務の進め方等をあらかじめ明確にし、合意しておくことや、事前研修等により開発担当者が自律的

に開発業務を進めるという認識を共有しておくことが重要としている。 

〇 家政婦紹介所などを通して利用者（家庭）に雇われ家事等を行ういわゆる「家政婦」については、

雇用契約を締結していないため、労働基準法上は「家事使用人」として同法第 116条第 2項におい

て適用対象外とされている。しかし、近年では家事のみならず介護のニーズが増加し、家事と介護

の両方を担う家政婦も増えており、過重労働による労災が認められないことについて東京高裁で争

われている。また、労働基準法施行当時（昭和20年代）の家政婦は雇い主の家に住み込みで働く人

が中心であったが、現在は日々通いで働くケースが多く、一般の労働者と同様に同法の保護対象と

すべきとの指摘もあり、厚生労働省では、家事使用人の働き方を調査し、同法の対象とするか検討

することとしている。 

なお、「家事代行サービス」のスタッフは、事業者に雇用されるのが一般的なため、現状でも同法

の保護対象となっている。 

 

◇ 近年の課題 

https://www.mhlw.go.jp/content/000834503.pdf
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２ 期間の定めのない労働契約と有期労働契約 

（１）期間の定めのない労働契約とは 

契約の期間が定められていない労働契約。特に問題がなければ定年まで働くもの（以下「無期労働契約」

という。）。 

    入社                                  定年（60～65歳） 

 

（２）有期労働契約とは 

契約の期間をあらかじめ「いつからいつまで」と定める労働契約。 

期間を定める場合、一定の事業の完了に必要な期間を定めるもの（建設工事等）のほかは、原則として

3年以内である【労働基準法第14条】が、特例として、公認会計士、医師、弁護士など【労働基準法第14

条第 1項第 1号の規定に基づき厚生労働大臣が定める基準（平 15.10.22 厚生労働省告示第 356号）】に

よる「高度の専門的知識等を有する者」又は「満60歳以上の者」との労働契約の期間については、5年以

内とすることができる。 

 

ア 有期労働契約の更新 

有期労働契約で恒常的な業務に従事し、契約期間終了後に同じ期間の契約が繰り返し更新されて働

くことがある。 

 

■（例）：専門技術が一定期間必要な特定業務の有期労働契約の場合 

    入社         期間満了⇒別の会社に入社         期間満了⇒別の会社に･･ 

 

■（例）：恒常的な業務に有期労働契約が繰り返し更新されて働く場合 

 

  入社         ･････ 

 

 

 

有期労働契約を締結する際、使用者は、契約期間とともに、契約の更新の有無及び更新する場合の

基準について書面の交付により速やかに明示しなければならない【労働基準法第15条、労働基準法施

行規則第5条、パートタイム・有期雇用労働法第6条】。また、契約を1回以上更新し、1年を超えて

継続して雇用している有期労働契約の労働者の契約を更新しようとする場合は、契約の実態及びその

労働者の希望に応じ、契約期間をできる限り長くするように努めなければならない【有期労働契約の

締結、更新及び雇止めに関する基準 平15.10.22厚生労働省告示第357号 最終改正平25.4.1施行】。 

使用者は、有期労働契約により労働者を使用する目的に照らし、必要以上に短い期間を定めること

により、当該労働契約を反復して更新することのないよう配慮しなければならない【労働契約法第17

条第2項】。 

 

 

イ 有期労働契約の更新等（雇止め法理） 

有期労働契約の期間の満了に伴い、使用者が労働者に対して契約の更新を拒否することを「雇止

め」というが、恒常的な業務内容に従事し形式的な手続きのみで契約が繰り返し更新されている場

合や、当初の契約締結時から雇用継続への合理的な期待が生じている場合における「雇止め」につ

いて、トラブルになることがある。 

 

○「雇止め」については、労働者保護の観点から、過去の最高裁判例により一定の場合にこれを無

効とする判例上のルール（雇止め法理）が確定しており、労働契約法第19条に明文化された。そ

の内容は、以下のとおりである。 
下記（ア）、（イ）のいずれかに該当する有期契約労働者が、使用者による雇止めの意思表示に

               （働く） 

 （働く）   （働く）  

（働く）      （働く）      （働く） 

＜1年＞ ＜1年＞ ＜1年＞ 

更新 更新 更新 
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対して、契約期間が満了する日までの間に当該有期労働契約の更新の申込みをした場合又は当該

契約期間の満了後、遅滞なく有期労働契約の締結の申込みを行った場合、その申込みを拒絶（雇

止め）することが客観的に合理的な理由を欠き社会通念上相当であると認められないときは、使

用者は、従前の有期労働契約と同一の労働条件で当該申込みを承諾したものとみなされる【労働

契約法第19条】。  
（ア）過去に反復更新された有期労働契約で、その雇止めが無期労働契約の解雇と社会通念上同

視できると認められるもの【東芝柳町工場事件 最一小判 昭49.7.22】 

   ※「更新の申込み」及び「締結の申込み」は、要式行為ではなく、使用者による雇止めの

意思表示に対して労働者による何らかの反対の意思表示が使用者側に伝わるものでよい

とされている【「労働契約法の施行について」平24.8.10基発0810第2号 最終改正 平

30.12.28】。 

（イ）労働者において、有期労働契約期間の満了時に当該契約が更新されるものと期待すること

について合理的な理由（※1、2）があると認められるもの  
【日立メディコ事件 最一小判 昭61.12.4】 

  ※1 合理的な理由の有無については、最初の有期労働契約の締結時から雇止めされた有期労働

契約の満了時までの間におけるあらゆる事情が総合的に勘案される。 

  ※2 労働者が雇用継続への合理的な期待を抱いていたにもかかわらず、契約期間の満了前に更

新年数及び回数の上限などを使用者が一方的に宣言したとしても、そのことのみをもって直

ちに合理的な理由の存在が否定されることにはならないとされている。 
［No48 6(1)有期労働契約の反復更新と雇止め 参照］ 

 

ウ 有期労働契約の無期労働契約への転換【労働契約法第18条】 

○同一の使用者との間で有期労働契約が通算で5年（特例あり）を超えて繰り返し更新された場合は、

労働者の申込みにより、無期労働契約に転換する。 

  ※5 年の間で雇用形態や賃金体系（例：時間給→日給）等に変更があった場合であっても労働契

約法第18条は適用される。 

  ※法律上、口頭による申込みでも契約は成立するが、トラブル防止の観点から書面により申込み・

承諾を行うのが望ましい。 

  ※法は労働契約があることのみを要件としており、実際の労務の提供の有無については問われて

いない。したがって、通算期間中に育児休業や私傷病休職により労務の提供をしなかった期間

があったとしても、通算契約期間としてカウントすることとなる。 

  ※高年齢者雇用安定法第9条の規定に基づく「継続雇用制度」においても、専門的知識等を有す

る有期雇用労働者等に関する特別措置法第6条の規定による「第2種計画」を作成し都道府県

労働局長に認定を受けていない限り、労働契約法第18条の適用を受ける。このため、継続雇用

制度において、第2の定年（例：70歳まで）や契約期間の定めをしていない場合、論理的には

永久に継続する契約が成立することとなるため注意が必要である。 

○無期転換申込権が発生するのは次の3つの要件が揃った場合である。 

（ア）同一の使用者との間で締結された2以上の有期労働契約の契約期間を通算した期間（通算契

約期間）が5年を超えていること。 

    なお、同一の使用者との間で有期労働契約を締結していない期間が一定の長さ以上にわたる

場合、この期間が「クーリング期間」として扱われ、それ以前の契約期間は通算対象から除外

される。 

（イ）契約更新が1回以上行われていること（この場合、クーリング期間に満たない空白期間後に

有期労働契約を締結し直した場合は、契約更新したものと扱われる）。 

（ウ）通算5年を超えて契約をしてきた使用者との間で、現時点で有期労働契約を締結しているこ

と。 
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○「通算5年」の計算について 

・有期労働契約と有期労働契約の間に「空白期間」（同一使用者の下で働いていない期間）が6か月

以上あるときは、その空白期間より前の有期労働契約は5年のカウントに通算しない。これを「ク

ーリング期間」という。 

・通算対象の契約期間（2つ以上の有期労働契約があるときは通算した期間）が1年未満の場合（2

か月、3か月や 6か月など）は、その 2分の 1以上の空白期間があれば、それ以前の有期労働契

約は5年のカウントに通算しない【労働契約法第18条第1項の通算契約期間に関する基準を定め

る省令 平24.10.26 厚生労働省令第148号】。 

  

  〇無期転換後の労働条件 

   ・無期転換後の労働条件については、就業規則等で別段の定めのない限り、直前の有期労働契約と

同一の条件となる。このため、（定年）退職に関する規定を設けるなど、有期契約時と異なる定

めを行う場合が多い。また、トラブルを避けるため、あらかじめ無期転換後のルールについて労

働者に周知しておくべきである。 

   ・また、無期転換者と有期契約労働者との待遇については、均衡考慮が求められることにも留意が

必要である。 

 

○「無期転換ルールの特例」 

以下の有期雇用労働者については、無期転換申込権の期間が延長し、又は発生しない特例がある。 

（ア）大学及び研究開発法人の教員等、研究者、技術者、リサーチアドミニストレーター 

   （民間企業の研究者等で大学等及び研究開発法人との共同研究に専ら従事する者も同様） 

無期転換申込権の発生までの期間は10年となる。 

 【研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的推進等

に関する法律第15条の2第1項】、【大学の教員等の任期に関する法律第7条第1項】、【労

働基準法第 14条第 1項第 1号の規定に基づき厚生労働大臣が定める基準（平 15.10.22 厚生

労働省告示第356号）】 

  注：「研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的

推進等に関する法律」は、法改正により、法律名が「科学技術・イノベーション創出の
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活性化に関する法律」に変更された。 

（イ）年収 1,075万円以上（※）で高度の専門的知識等を有し、「5年を超える一定の期間に完了

することが予定されている業務（プロジェクト）」に就く労働者 

特例の適用を受けるためには、「雇用管理措置に関する第1種計画」を作成し、都道府県労

働局長の認定を受ければ、プロジェクトの期間中（10年を上限）は無期転換申込権が発生し

ない。 

【専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別措置法第4条、第8条】 

 （※）事業主との間で締結された有期労働契約の契約期間に、その事業主から支払われると見込

まれる賃金の額を1年間当たりの賃金の額に換算した額が1,075万円以上であること。 

「支払われると見込まれる賃金の額」とは、契約期間中に支払われることが確実に見込まれる

賃金の額をいい、所定外労働に対する手当や労働者の勤務成績等に応じて支払われる賞与、業

務給等その支給額があらかじめ確定していないものは含まれないが、賞与や業績給でもいわゆ

る最低保障額が定められ、その最低保証額については支払われることが確実に見込まれる場合

には、その最低保証額は含まれる。 

（ウ）定年後に同一の事業主（高年齢者雇用安定法に規定する特殊関係事業主を含む）に継続雇用

される高齢者 

特例の適用を受けるためには、「雇用管理に関する措置についての計画（第2種計画）」を

作成し、都道府県労働局長の認定を受ければ、定年に達した後引き続いて雇用される有期雇

用労働者が、その事業主に定年後引き続いて雇用される期間は、無期転換申込権が発生しな

い。【専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別措置法第6条、第8条】 

 

 

 

（※）無期労働契約転換申込書（例）及び無期労働契約転換申込み受理通知書（例） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ※なお、無期転換ルールに関し、労働基準法第15条第1項による「労働条件の明示」について、「通算
契約期間」または「有期労働契約の更新回数の上限」、「無期転換申込機会」、「無期転換後の労働条件」
を追加する方向で検討がなされている。 

 
☆「労働契約法改正のあらまし」（厚生労働省ホームページ） 

https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/keiyaku/kaisei/pamph

無期労働契約転換申込書 

       様 

      申出日      年  月  日 
      申出者氏名          印 
 
私の有期労働契約期間については、通算5年を超え

ましたので、労働契約法第 18条第 1項の規定に基づ

き、期間の定めのない労働契約（無期労働契約）への

転換を申し込みます。 
 

無期労働契約転換申込み受理通知書 

       様 

      受理日      年  月  日 
      職氏名            印 
 
 あなたから    年  月  日に提出された

無期労働契約転換申込書について受理しましたので

通知します。 

https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/keiyaku/kaisei/pamph
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let.html 
 

                        [派遣契約に関する詳細は「№5派遣労働」参照] 
 

３ 労働契約を結ぶときのルール（労働条件の明示） 

使用者は、労働者を雇い入れる時に、法に定める労働条件を明示しなければならない【労働基準法

第15条第1項、同法施行規則第5条第1項】。そのうち、特に、ア 労働契約の期間に関すること、

期間の定めのある労働契約を更新する場合の基準、イ 仕事をする場所と仕事の内容に関すること、

ウ 仕事の始めと終りの時刻、時間外労働の有無、休憩時間・休日・休暇等に関すること、エ 賃金

の決定・計算と支払の方法、賃金の締切りと支払の時期に関すること、オ 退職に関すること（「解雇

の事由」を含む）については、労働者に書面を交付して明示しなければならない。 

また、パートタイム労働者及び有期雇用労働者に対しては、ア 昇給の有無、イ 退職手当の有無、

ウ 賞与の有無、エ 相談窓口についても書面を交付するなどにより速やかに明示しなければならな

い【パートタイム・有期雇用労働法第6条第1項、同法施行規則第2条】。 

さらに、派遣労働者にあっては、派遣元事業主はこれらアからウの項目に加え、オ 労使協定の対

象となる派遣労働者であるか否か（対象である場合には、労使協定の有効期間の終期）や、カ 派遣

労働者からの申出を受けた苦情の処理に関する事項についても書面を交付するなどにより明示しなけ

ればならない【労働者派遣法第31条の2第2項、同法施行規則第25条の16】。 

なお、就業規則に当該労働者に適用される条件が具体的に定められている限り、その労働者に適用

される部分を明らかにした上で就業規則を交付した場合、同じ事項について明示する必要はない。 

 ［詳細は「№3労働条件の明示」参照］ 

 

４ 労働契約の内容と確認 

労働契約において労働者と使用者との間で合意された内容（賃金、労働時間など）が労働者の待遇

である労働条件となるが、労働契約法においては「使用者は、労働者に提示する労働条件及び労働契

約の内容について、労働者の理解を深めるようにする」、「労働者及び使用者は、労働契約の内容につ

いて、できる限り書面により確認するものとする」とされている【労働契約法第4条】。 

 

５ 求人票記載の労働条件 

法的には、事業主（求人者）がハローワークや就職情報誌などに求人を申し込むことは、働こうと

する者（求職者）への申込みの誘引に過ぎず、これに対し、働こうとする者（求職者）がそれに応募

することが契約の申込みであると考えられる。 

ただし、採用前の面接や入社時の話し合いにより賃金や労働時間などの労働条件が労働者と使用者

が合意して変更したと認められるような特段の事情がなければ、求人票の労働条件が確定したものに

なると考えられる【千代田工業事件 大阪高判 平2.3.8】。 

言い換えれば、求人票記載の労働条件と異なる条件で労働者と使用者とが合意の上、労働契約を締

結した場合には、その労働契約における労働条件が有効となる。 

 

６ 副業・兼業 

政府が推進する「働き方改革実行計画」を踏まえ、副業・兼業の普及促進が図られており、副業・

兼業について企業や働く者が現行の法令のもとで留意すべき事項をまとめた「副業・兼業の促進に関

するガイドライン」が平成30年1月に策定され、同時に「モデル就業規則」が改定された（副業・兼

業については第70条に規定）。 

改定後のモデル就業規則では、労働者の遵守事項の「許可なく他の会社等の業務に従事しないこと」

という規定が削除され、副業・兼業についての規定が新設された。 

また、副業・兼業を希望する労働者が適切な職業選択を通じ多様なキャリア形成を図っていくこと

を促進するため、令和4年7月1日に上記ガイドラインの改定が行われ、新たに企業が副業・兼業に

関する情報を公表することが推奨されている。 

（１）労働時間管理 
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労働者が事業主を異にする複数の事業場で労働する場合には、労働基準法第38条第1項の規 定

に基づき、以下により、労働時間を通算して管理することが必要。 

  ア 労働時間の通算が必要となる場合 

   ・労働者が事業主を異にする複数の事業場において「労働基準法に定められた労働時間規制

が適用される労働者」に該当する場合 

    （事業主、委任、請負など労働時間規制が適用されない場合には通算されない） 

   ・法定労働時間、上限規制（休日労働を含め、単月100時間未満、複数月平均80時間以内）

については、労働時間を通算して適用される（通算して法定労働時間を超える場合には、

長時間の時間外労働とならないようにすることが望ましいとされている）。 

  イ 副業・兼業の確認 

   ・使用者は、労働者からの申告等により、副業・兼業の有無・内容を確認・把握する。 

   ・使用者は、就業規則等に、届け出制など副業・兼業の有無・内容を確認するための仕組み

を設けておくことが望ましい 

  ウ 労働時間の通算 

   ・副業・兼業を行う労働者を使用するすべての使用者は、労基法第38条第1項の規定により、

自らの事業場における労働時間と他の使用者の事業場における労働時間を通算して管理す

る必要がある。 

   ・労働時間の通算は、自らの事業場における労働時間と労働者からの申告等により把握した

他の使用者の事業場における労働時間を通算することによって行う。 

   ・副業・兼業の開始前に、自らの事業場における所定労働時間と他の使用者の事業場におけ

る所定労働時間を通算して、法定労働時間を超える部分がある場合には、当該超える部分

は後から労働契約を締結した使用者（副業先）における時間外労働となる。ゆえに、副業

先は仮に従業員が10人未満であっても、36協定の作成・届出を行っておく必要がある。 

   ・副業・兼業の開始後に、上記の所定労働時間の通算に加えて、自らの事業場における所定

外労働時間と他の使用者の事業場における所定外労働時間を、所定外労働が行われる順に

通算して、自らの事業場の労働時間制度における法定労働時間を超える部分がある場合に

は、当該超える部分が時間外労働となる（労働時間の先後関係をもって法定労働時間を超

えたかを判断する）。 

  エ 時間外労働の割増賃金の取扱い 

   ・上記ウの労働時間の通算によって時間外労働となる部分のうち、自ら労働させた時間につ

いて、時間外労働の割増賃金を支払う必要がある。 

    （通算した月の労働時間が60時間を超える部分に対しては、当該労働時間外労働をさせた

事業主が50％以上の割増賃金を支払う必要がある（中小企業は令和5年4月以降）） 

  オ 簡便な労働時間管理の方法（「管理モデル」） 

   ・上記ウ・エのほかに、労働時間の申告等や通算管理における労使双方の手続き上の負担を

軽減し、労働基準法が遵守されやすくなる簡便な労働時間管理の方法（「管理モデル」）が

示されている。 

   ・「管理モデル」では、副業・兼業の開始前に、A社（先契約）の法定外労働時間とB社（後

契約）の労働時間を合計した時間数について、上限規制（単月100時間未満、複数月平均

80時間未満）の範囲内でそれぞれ労働時間の上限を設定し、各々の使用者がそれぞれその

範囲内で労働させ、A社は自らの事業場における法定外労働時間の労働について、B社は自

らの事業場における労働時間について、それぞれ自らの事業場における36協定の延長時間

の範囲内とし、割増賃金を支払うこととする。 

    これにより、副業・兼業の開始後は、それぞれあらかじめ設定した労働時間の範囲内で労

働させる限り、他の使用者の事業場の実労働時間を把握しなくても労働基準法を遵守する

ことが可能となる。 

  ・「管理モデル」は、副業・兼業を行おうとする労働者に対してA社（先契約）が管理モデルに

よることを求め、労働者及び労働者を通じて使用者B社（後契約）が応じることによって
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導入されることが想定されている。 

（２）健康管理 

・使用者は、労働安全衛生法に基づき、健康診断、長時間労働者に対する面接指導、ストレスチェ

ックやこれらの結果に基づく事後措置等（健康確保措置）を実施しなければならない。 

・使用者の指示により副業・兼業を開始した場合は、原則として他社との情報交換により、それが

難しい場合には労働者からの申告により他社の労働時間を把握し、自社の労働時間と通算した労

働時間に基づき、健康確保措置を実施することが適当である。 

・使用者が労働者の副業・兼業を認めている場合は、健康保持のため自己管理を行うよう指示し、

心身の不調があれば都度相談を受けることを伝えること、兼業・副業の状況も踏まえ、必要に応

じ、法律を超える健康確保措置を実施することなど、労使の話し合い等を通じ、副業・兼業を行

う者の健康確保に資する措置を実施することが適当である。 

・使用者の指示により副業・兼業を開始した場合は、実効ある健康確保措置を実施する観点から、

他社との間で、労働の状況等の情報交換を行い、それに応じた健康確保措置の内容に関する協議

を行うことが適当である。 

・健康確保の観点からも長時間労働を招くことのないよう、他の事業場における労働時間と通算し

て適用される労基法の時間外労働の上限規制を遵守すること、また、それを超えない範囲内で自

らの事業場及び他の使用者の事業場のそれぞれにおける労働時間の上限を設定する形で兼業・副

業を認めている場合においては、自らの事業場における上限を超えて労働させないこと。 

 （３）労災保険の給付 

・複数就業者においては、非災害発生事業場の賃金額も合算して労災保険給付を算定する。また、

複数就業者の就業先の業務上の負荷を総合的に評価して労災認定を行う。さらに、副業先への移

動時に起こった災害は、通勤災害として労災保険給付の対象となる。 

（４）情報の公表 

・労働者の多様なキャリア形成を促進する観点から、その職業選択に資するよう、副業・兼業を許

容しているか否か、また、条件付許容の場合はその条件について、自社のホームページ等におい

て公表することが望ましい。 

       

副業・兼業に関する裁判例では、労働者が労働時間以外の時間をどのように利用するかは基本的に労

働者の自由であり、ガイドラインにおいては、各企業においてそれを制限することが合理的に許される

場合として、次のように例示されている。 

ア 労務提供上の支障がある場合 

イ 業務上の秘密が漏洩する場合  

ウ 競業により自社の利益が害される場合 

エ 自社の名誉や信用を損なう行為や信頼関係を破壊するがある場合 

なお、形式的にこれらの要件に該当する場合であっても、実際に会社に及ぼす影響に応じた制限とし

なければならないとされており、企業には、副業・兼業に関するルールの明確化や適切な運用体制の確

保、従業員への周知等が求められる。 

  

☆「副業・兼業の促進に関するガイドライン」（令和4年7月改定）」（厚生労働省ホームページ） 

https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11200000-Roudoukijunkyoku/0000192844.pdf  

 

  ☆「副業・兼業の促進に関するガイドライン わかりやすい解説」（厚生労働省ホームページ） 

    https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/000996750.pdf 

 

  ☆「副業・兼業の促進に関するガイドライン」Q&A（厚生労働省ホームページ） 

    https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/000964082.pdf 

 

☆「モデル就業規則について」（厚生労働省ホームページ） 

https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11200000-Roudoukijunkyoku/0000192844.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/000996750.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/000964082.pdf
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https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/zigyonushi/m

odel/index.html 

 

７ 「シフト制」について 

（１）「シフト制」とは 

人手不足や労働者のニーズの多様化、季節的な需要の繁閑への対処等を背景として、パートタイム

労働者やアルバイトを中心に、労働日や労働時間を一定期間ごとに調整し、特定するような働き方が

採り入れられている。このような形態を「シフト制」といい、シフト制労働契約に基づき就労する労

働者を「シフト制労働者」という。 

典型的なケースでは、労働契約時点では労働日や労働時間を確定的に定めず、一定期間（1週間、1

か月等）ごとに作成される勤務割や勤務シフトなどで初めて具体的な労働日や労働時間が確定するよ

うな形態が取られるが、実際にはフルタイム労働者と同様に働き、業務内容もほぼ同様の場合もある

など労働形態が多種多様である点も特徴の一つである。 

※ただし、三交代勤務のように、年や月などの一定期間における労働日数や労働時間数があらかじ

め決まっており、就業規則等に定められた勤務時間のパターンを組み合わせて勤務する形態は、

「シフト制」から除外される。 

（２）「シフト制」の課題 

「シフト制」は、その時々の事情に応じて柔軟に労働日・労働時間を設定できる点で労使双方にメ

リットがある一方、使用者の都合により労働日がほとんど設定されなかったり（シフトカット、ゼロ

シフト）、労働者の希望を超える、あるいは無視するような労働日・労働時間が設定されたりすること、

また、正社員との待遇格差により紛争が生じることもある。 

厚生労働省では、紛争の未然防止のため【いわゆる「シフト制」により就業する労働者の適切な雇

用管理を行うための留意事項（令和4年1月7日）】を示している。 

（３）「シフト制」における留意事項 

ア 労働契約締結時 

（ア）労働条件の明示 

労働条件の明示については、労働契約の締結時に一定の事項について書面等により明示するこ

ととされているが、「シフト制」を採る場合、次の事項について留意する必要がある。 

ⅰ 始業・終業の時刻 

契約時に始業・終業時刻が確定している日については、労働条件通知書などに単に「シ

フトによる」と記載するだけでは不足であり、労働日ごとの始業・終業時刻を明記するか、

原則的な始業・終業時刻を記載した上で、契約締結と同時に進める一定期間分のシフト表

等を併せて交付する必要がある。 

ⅱ 休日 

具体的な曜日が確定していない場合でも、休日の設定に係る基本的な考え方などを明記

する必要がある。 

（イ）特に定めておくことが望ましい事項 

シフトの作成・変更・設定などについて、労使でよく話し合ってルールを定めておくことが望

ましい。なお、いったん確定したシフトを変更する場合には、労使の合意が必要である。 

ⅰ シフトの作成 

シフト作成に当たり事前に労働者の意見を聴くこと、作成したシフトの労働者への通知

期限（例：「毎月〇日までに」等）・通知方法（例：「シフト表」の掲出、メール等による通

知等）を定めておくこと 

ⅱ シフトの変更 

いったん確定したシフトを変更する場合の期限や手続き、シフト期間の開始後、確定し

ていた労働日や労働時間をキャンセル・変更する場合の期限や手続き 

ⅲ シフトの設定 

一定の期間中に労働日が設定される最大の日数・時間数・時間帯（例：毎週〇・〇・〇

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/zigyonushi/m
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曜日から勤務する日をシフトで指定する等）、一定の期間中の目安となる労働日数・労働時

間数（例：1か月〇日程度勤務、1週当たり平均〇時間勤務等）、一定の期間において最低

限労働する日数・時間数など（例：1か月〇日以上勤務、少なくとも毎週〇曜日は勤務等） 

（４）その他の注意点 

・年次有給休暇について、「シフトの調整をして労働日を決めたのだから、その日に有休は使用で  

きない」といった取扱いは認められない。 

・「シフト制労働者」を使用者の責に帰すべき事由で休業させた場合、一般の労働者と同様、平均賃

金の60％以上の休業手当の支払いが必要である【労働基準法第26条】。その際、シフト未確定期

間であっても法的に「休業」と評価できるかが問題となる場合がある。使用者側が、具体的な労

働日・労働時間が確定しておらず労働義務が生じていないため「休業」と評価し得ないと主張す

る場合があるが、労働基準法第15条（労働条件の明示）の趣旨からすれば望ましいとはいえず、

使用者が恣意的にシフトを入れない扱いが可能になる懸念もある。ただし、現在、一般論として

シフト未確定期間についての休業手当の支払義務は明確に認められていない。 

・「シフト制労働者」であっても、労働関係法令における定め（労働時間、休憩、年次有給休暇、休

業手当、安全・健康管理、解雇・雇止め、募集・採用、均衡待遇、社会保険・労働保険）は他の

労働者と同様に適用される。 

 （５）参考判例 

   ・就業規則や労働契約書、労働条件通知書に明確な所定労働日の定めがなく、労働条件通知書に「週

5日程度」、「業務の状況に応じて週の出勤日を決める」との記載のあるシフト制労働者について、

従前の就労実態などの状況から所定労働日を認定することも可能としたもの【ホームケア事件 

横浜地判 令2.3.26】。 

・雇用契約書に「シフトによる」とのみ記載されていた場合であって、過去のスケジュールでも出

勤回数が不定で1か月の勤務日数を固定することが困難であり、勤務時間に関する合意があった

とは認められないとした上で、シフト制労働者にとっては、シフトの大幅な減少は収入の減少に

直結し労働者の不利益が著しいため、合理的な理由なくシフトを大幅に削減した場合はシフト決

定権限の濫用になるとしたもの【シルバーハート事件 東京地判 令2.11.25】。 

 

☆【いわゆる「シフト制」により就業する労働者の適切な雇用管理を行うための留意事項（令和4年

1月7日）】 

https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/000870905.pdf 

 

８ フリーランスの保護について 

（１）現状と課題 

  「フリーランス」とは、個人であって従業員を使用しないものまたは法人であって一の代表者以外

に他の役員がなく、かつ、従業員を使用しないもの（「特定受託事業者」・「特定受託業務従事者」）を

いうとされており、例えば「ITエンジニア」、「WEBデザイナー」、「翻訳家」、「ライター」、「カメラマ

ン」、「フードデリバリーの配達員」など、多様な働き方の一つとしてだけでなく、「ギグ・エコノミー」

の拡大による経験ある高齢者の雇用の拡大等の観点からも、近年、注目が集まっている。 

   一般的には雇用契約ではないため労働関係法令の適用を受けないが、フリーランスは取引上の立場

が弱く、企業などから仕事を受注する際、報酬の支払遅延や一方的な減額、業務内容や納期の一方的

な変更・取消などのトラブルを生じることが多いことから、政府は独占禁止法や下請代金支払遅延等

防止法（下請法）の適用のほか、【フリーランスとして安心して働ける環境を整備するためのガイドラ

イン（令和3年3月26日 内閣官房・公正取引委員会・中小企業庁・厚生労働省）】を策定している。

また、令和5年2月24日には他人を使用する事業者がフリーランスに業務を委託する際の遵守事項等

を下記のとおり定めた【特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律】（いわゆるフリーランス

保護新法）案を閣議決定し、現在、国会審議中である。 

（２）新法案における、事業者がフリーランスに業務を委託する際の遵守事項 

  ア 業務委託の開始・終了に関する義務 

https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/000870905.pdf
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   （ア）業務委託の際の書面の交付等 

     ・事業者がフリーランスに対して業務委託を行うときは、「業務委託の内容」、「報酬額」、「支払

期日」等を記載した書面の交付または電磁的記録の提供（メール等）をしなければならない。 

     ・事業者がフリーランスと一定期間以上の間継続的に業務委託を行う場合は、上記の記載事項

に加え「業務委託に係る契約の期間」、「契約の終了事由」、「契約の中途解約の際の費用」等

を記載しなければならない。 

   （イ）契約の中途解約・不更新の際の事前予告 

     ・事業者は、フリーランスと一定期間以上の間継続的に業務委託を行う場合で、契約を中途解

約するときまたは当該契約の期間満了後にその更新をしないときには、原則として、中途解

約日または契約期間満了日の30日前までに予告をしなければならない。 

     ・フリーランスが契約解約の理由の開示を請求した場合には、事業者は遅滞なくこれを開示し

なければならない。 

  イ 業務委託の募集に関する義務 

   （ア）募集の際の的確指示 

     ・事業者が不特定多数の者に対して業務を受託するフリーランスの募集に関する情報等を提供

する場合には、その情報等を正確・最新の内容に保ち、虚偽の表示・誤解を生じさせる表示

をしてはならない。 

   （イ）募集に応じた者への条件明示、募集内容と契約内容が異なる場合の説明義務 

     ・募集に応じて業務を受託しようとするフリーランスに対しては、上記ア（ア）に準じた事項

を明示しなければならない。 

     ・事業者が、上記により明示した事項と異なる内容で業務委託をする場合には、その旨を説明

しなければならない。 

  ウ 報酬の支払に関する義務 

・事業者はフリーランスに対し、役務等の提供を受けた日から60日以内に報酬を支払わなければな

らない。 

  エ フリーランスと取引を行う事業者の禁止行為 

   ・フリーランスとの一定期間以上の間の継続的な業務委託に関し、次の（ア）から（オ）までの行

為をしてはならない。また、（カ）及び（キ）の行為によって、フリーランスの利益を不当に害し

てはならない。 

    （ア）フリーランスの責めに帰すべき理由がないのに、給付の受領を拒むこと 

    （イ）フリーランスの責めに帰すべき理由がないのに、報酬の額を減ずること 

    （ウ）フリーランスの責めに帰すべき理由がないのに、給付を受領した後、その給付に係る物を

引き取らせること 

    （エ）給付の内容と同種または類似の内容の給付に対し通常支払われる対価に比して著しく低い

報酬の額を不当に定めること 

    （オ）給付の内容を均質にし、またはその改善を図るため必要がある場合その他正当な理由があ

る場合を除き、自己の指定する物を強制して購入させ、または役務を強制して利用させる

こと 

    （カ）自己のために金銭、役務その他の経済上の利益を提供させること 

    （キ）フリーランスの責に帰すべき理由がないのに、給付の内容を変更させ、または給付を受領

した後に給付をやり直させること 

  オ 就業環境の整備として事業者が取り組むべき事項 

  （ア）ハラスメント対策 

    ・事業者は、その使用する者等によるハラスメント行為（性的な言動、妊娠または出産に関する

事由、取引上の優越的な関係を背景とした言動であって業務委託に係る業務を遂行する上で必

要かつ相当な範囲を超えたもの）について、適切に対応するために必要な体制の整備その他の

必要な措置を講じなければならない。 

    ・事業者は、フリーランスが上記のハラスメント行為について相談したことまたは相談への対応
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に協力した際に事実を述べたことを理由として、その者に対し契約の解除その他不利益な取扱

いをしてはならない。 

    ・厚生労働大臣は、上記の事項に関し必要な指針を公表するものとする。 

  （イ）出産・育児・介護との両立への配慮 

    ・事業者はフリーランスと一定期間以上の間継続的に業務委託を行う場合、フリーランスからの

申出に応じ、出産・育児・介護と両立しつつ当該継続的な業務に従事することができるよう、

その者の出産・育児・介護の状況に応じた必要な配慮をしなければならない。 

（３）違反した場合の対応等 

・事業者が、上記（２）の遵守事項に違反した場合、行政上の措置として助言、指導、勧告、公表、

命令を行うなど、必要な範囲で履行確保措置を設ける。 

（４）フリーランスの申告及び国が行う相談対応 

  ・事業者において、上記（２）の遵守事項に違反する事実がある場合には、フリーランスは、その事

実を国の行政機関（公正取引委員会、中小企業庁長官、厚生労働大臣）に申告することができる。 

  ・事業者は、上記の申告をしたことを理由として、フリーランスに対して委託契約の解除その他の不

利益な取扱いをしてはならない。 

・国は、この法律に違反する行為に関する相談への対応などフリーランスに係る取引環境の整備のた

めに必要な措置を講じる。 

 

 

☆ 「フリーランスとして安心して働ける環境を整備するためのガイドライン（令和3年3月26日）」 

 https://www.mhlw.go.jp/content/11911500/000759477.pdf 

 

☆ 「フリーランス・トラブル110番（厚生労働省）」0120-532-110（平日11：30～19：30） 

 https://freelance110.jp/ 

 

 

https://www.mhlw.go.jp/content/11911500/000759477.pdf
https://freelance110.jp/

